大阪府条例第十九号

大阪府特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例
第一条　大阪府特定非営利活動促進法施行条例（平成十年大阪府条例第四十三号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	　
	

	（趣旨）

第一条　この条例は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号。以下「法」という。）第十条第一項及び第三項（法第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）、第二十五条第四項及び第六項（法第五十二条第一項（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第二十八条第一項、第二十九条（法第五十二条第一項（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第三十条、第四十四条第二項（法第五十八条第二項において準用する場合を含む。）、第五十二条第二項、第五十五条並びに第五十六条（これらの規定を法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請の手続、定款の変更の認証の申請及び届出の手続、事業報告書の作成、事業報告書等の提出及び公開、合併の認証の申請の手続、認定特定非営利活動法人の認定又は仮認定特定非営利活動法人の仮認定の申請の手続、社員総会の議事録の謄本の提出並びに役員報酬規程等の提出及び公開に関し必要な事項を定め、併せて法の施行に関し必要なその他の事項を定めるものとする。

（設立の認証の申請）

第三条　（略）
２・３　（略）

４　第二項各号に定める書面は、法第十条第一項の申請書の提出の日（法第二十三条第二項の規定により提出する場合にあっては、同条第一項の規定による届出の日）前六月以内に作成されたものでなければならない。

５　法第十条第三項（法第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の軽微な不備は、誤記その他これらに類する明白な誤りに係るものとする。

（定款の変更の認証の申請及び届出）

第四条　法第二十五条第四項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
　一　定款の変更の認証を受けようとする特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地
　二　定款の変更の内容及びその理由

　三　前二号に掲げるもののほか、規則で定める事項

２　法第二十五条第六項（法第五十二条第一項（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した届出書を提出することにより行わなければならない。

一　定款の変更の届出をしようとする特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

　二　定款の変更の内容及びその理由
　三　定款の変更年月日
四　前三号に掲げるもののほか、規則で定める事項

（社員総会の議事録の記載事項）

第五条　法第二十五条第四項及び第六項（法第五十二条第一項（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第三十四条第四項並びに第五十二条第二項に規定する社員総会の議事録には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

　一　社員総会が開催された日時及び場所

　二　社員総会の議事の経過の要領及びその結果

２　法第十四条の九第一項の規定により社員総会の決議があったものとみなされた場合における議事録には、前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項を記載しなければならない。

　一　社員総会の決議があったものとみなされた事項の内容

　二　前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

　三　社員総会の決議があったものとみなされた日

　四　議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

第六条　（略）

（事業報告書等の提出）

第七条　法第二十九条（法第五十二条第一項（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による事業報告書等の提出は、毎事業年度の開始後三月以内に行わなければならない。

（事業報告書等の公開）

第八条　法第三十条の規定による閲覧又は謄写の用に供するため、特定非営利活動法人は、次の各号のいずれかに該当するときは、規則で定める書類を知事に提出しなければならない。

一　法第十三条第二項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出をするとき。

二　法第二十五条第七項の規定により登記事項証明書を提出するとき。

２　法第三十条の閲覧又は謄写の請求をしようとするものは、次に掲げる事項を記載した請求書を知事に提出しなければならない。
一―三　（略）
３　前項に規定するもののほか、同項の閲覧及び謄写の手続等については、規則で定める。

（合併の認証の申請）

第九条　（略）

２　（略）
３　法第三十五条第一項の貸借対照表及び財産目録は、合併する各特定非営利活動法人に係るものとする。

（認定又は仮認定の申請）

第十条　法第四十四条第二項（法第五十八条第二項において準用する場合を含む。）の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　申請者の名称
二　代表者の氏名

三　主たる事務所の所在地

四　設立の年月日

五　申請者が現に行っている事業の概要

　六　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
２　前項の申請書には、規則で定める書類を添付しなければならない。ただし、知事が必要がないと認めるときは、この限りでない。
（定款の変更等に係る書類の提出）

第十一条　認定特定非営利活動法人又は仮認定特定非営利活動法人（以下「認定特定非営利活動法人等」という。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なく、規則で定める書類を知事に提出しなければならない。ただし、知事が必要がないと認めるときは、この限りでない。
一　法第二十三条第一項の規定による届出をしたとき。

二　法第二十五条第五項において準用する法第十二条第三項の規定による定款の変更の認証の通知を受けたとき。
三　法第二十五条第六項の規定による届出をしたとき。
四　法第二十五条第七項の規定により登記事項証明書を提出したとき。
五　法第二十九条の規定により事業報告書等を提出したとき。
六　法第三十四条第五項において準用する法第十二条第三項の規定による合併の認証の通知を受けたとき。
七　法第三十九条第二項において準用する法第十三条第二項の規定による届出をしたとき。
２　認定特定非営利活動法人等の法第三十一条の五に規定する清算人は、当該認定特定非営利活動法人等が法第三十一条第一項第一号、第二号、第四号又は第六号に掲げる事由によって解散したときは、遅滞なく、規則で定める書類を知事に提出しなければならない。ただし、知事が必要がないと認めるときは、この限りでない。
（認定の有効期間の更新の申請）
第十二条　法第五十一条第五項において準用する法第四十四条第二項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　申請者の名称
二　代表者の氏名

三　主たる事務所の所在地
四　認定の有効期間
五　申請者が現に行っている事業の概要

　六　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項
（役員報酬規程等の提出）

第十三条　法第五十五条第一項（法第六十二条において準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定による書類の提出は、毎事業年度の開始後三月以内に行わなければならない。

２　法第五十五条第一項の規定により提出する書類のうち法第五十四条第二項第二号（法第六十二条において準用する場合を含む。）に掲げる書類については、既に知事に提出されている当該書類の内容に変更がないときは、その旨を記載した書類を提出することをもってその提出に代えることができる。

３　法第五十五条第二項（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による書類の提出は、法第五十四条第三項（法第六十二条において準用する場合を含む。）に規定する助成金の支給を行った場合は当該支給の後遅滞なく、同条第四項（法第六十二条において準用する場合を含む。）に規定する海外への送金又は金銭の持出し（その金額が二百万円以下のものを除く。以下この項において同じ。）を行う場合は当該送金又は持出しの前に（災害に対する援助その他緊急を要する場合で事前に書類を提出することが困難であるときにあっては、当該送金又は持出しの後遅滞なく）行うものとする。
（役員報酬規程等の公開）

第十四条　第八条第二項及び第三項の規定は、法第五十六条（法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による閲覧及び謄写について準用する。
（認定特定非営利活動法人等の合併）

第十五条　法第六十三条第三項の認定の申請は、次に掲げる事項を記載した申請書を提出することにより行わなければならない。

一　合併の認定を受けようとする認定特定非営利活動法人等の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

二　合併後存続し、又は合併により設立する特定非営利活動法人に係る次に掲げる事項

イ　名称

ロ　代表者の氏名

ハ　主たる事務所の所在地

ニ　現に行っている事業の概要

三　前二号に掲げるもののほか、規則で定める事項
（電子情報処理組織による申請等）

第十六条　法第七十四条に規定する申請、届出及び提出について行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法律第百五十一号。以下「情報通信技術利用法」という。）第三条第一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して行わせる場合における当該申請、届出及び提出は、規則で定めるところによらなければならない。
２　法第七十四条に規定する通知及び交付について情報通信技術利用法第四条第一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して行う場合における当該通知及び交付は、規則で定めるところによらなければならない。

３　法第七十四条に規定する縦覧及び閲覧について情報通信技術利用法第五条第一項の規定により情報通信技術利用法第二条第三号に規定する書面等の同条第八号に規定する縦覧等に代えて当該書面等に係る電磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類の当該縦覧等を行う場合における当該縦覧及び閲覧は、規則で定めるところによらなければならない。

（電子文書法第三条第一項の主務省令で定める保存）

第十七条　電子文書法第三条第一項の主務省令で定める保存は、法第十四条（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。第十九条において同じ。）、第二十八条第一項及び第二項、第三十五条第一項並びに第五十四条第一項（法第六十二条及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。）及び第五十四条第二項から第四項まで（これらの規定を法第六十二条において準用する場合を含む。第十九条において同じ。）の規定による書面の備置きとする。

第十八条　（略）

（電子文書法第四条第一項の主務省令で定める作成）

第十九条　電子文書法第四条第一項の主務省令で定める作成は、法第十四条、第二十八条第一項、第三十五条第一項及び第五十四条第二項から第四項までの規定による書面の作成とする。

第二十条　（略）

（電子文書法第五条第一項の主務省令で定める縦覧等）

第二十一条　電子文書法第五条第一項の主務省令で定める縦覧等は、法第二十八条第三項、第四十五条第一項第五号（法第五十一条第五項及び第六十三条第五項において準用する場合を含む。）並びに第五十二条第四項及び第五十四条第五項（これらの規定を法第六十二条において準用する場合を含む。）の規定による書面の閲覧とする。

第二十二条　（略）

（事務処理の特例）

第二十三条　法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって岸和田市、豊中市、池田市、泉大津市、茨木市、富田林市、寝屋川市、河内長野市、松原市、箕面市、羽曳野市、摂津市、大阪狭山市、阪南市、豊能町、能勢町、忠岡町、熊取町、岬町、太子町及び河南町の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係るものは、当該市又は町が処理することとする。

一―三　（略）
四　法第十三条第二項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出の受理に関する事務

五　法第十三条第三項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による認証の取消しに関する事務

六―十一　（略）
十二　法第二十五条第七項の規定による登記事項証明書の提出の受理に関する事務

十三　法第二十九条の規定による事業報告書等の提出の受理に関する事務

十四　法第三十条の規定による閲覧及び謄写に関する事務

十五―二十九　（略）
第二十四条　（略）
	（趣旨）

第一条　この条例は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号。以下「法」という。）第十条第一項（法第三十四条第五項において準用する場合を含む。）、第十四条の七第三項、第二十八条第一項、第二十九条第一項及び第二項並びに第四十四条第三項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請の手続、電磁的方法による表決、事業報告書の作成、事業報告書等の提出及び閲覧並びに合併の認証の申請の手続に関し必要な事項を定め、併せて法の施行に関し必要なその他の事項を定めるものとする。

（設立の認証の申請）

第三条　（略）
２・３　（略）
４　第二項各号に定める書面は、法第十条第一項の申請書の提出の日前六月以内に作成されたものでなければならない。

（法第十四条の七第三項の条例で定める情報通信の技術を利用する方法）

第四条　法第十四条の七第三項の条例で定める情報通信の技術を利用する方法は、次の各号のいずれかに該当する方法とする。

一　電子情報処理組織を使用する方法のうち次のいずれかに掲げるもの

イ　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

ロ　送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を電気通信回線を通じて情報の提供を受ける者の閲覧に供し、当該情報の提供を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する方法

二　磁気ディスクその他これに準じて一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法
２　前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければならない。
第五条　（略）

（事業報告書等の提出）

第六条　法第二十九条第一項の規定による事業報告書等、役員名簿等及び定款等の提出は、毎事業年度の開始後三月以内に行わなければならない。

２　法第二十九条第二項の規定による閲覧の用に供するため、設立又は合併の認証を受けた特定非営利活動法人は、法第十条第一項第一号（法第三十四条第五項において準用する場合を含む。）に掲げる定款、法第十三条第二項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の登記事項証明書の写し及び法第十四条の財産目録又は法第三十五条第一項の財産目録を、法第十三条第二項の規定により届出書を提出する際、併せて知事に提出しなければならない。

（事業報告書等の閲覧）

第七条　法第二十九条第二項に規定する閲覧の請求をしようとするものは、次に掲げる事項を記載した請求書を知事に提出しなければならない。
一―三　（略）
２　前項に規定するもののほか、同項の閲覧の手続等については、規則で定める。
３　前二項の規定は、法第四十四条第三項の規定による閲覧について準用する。

（合併の認証の申請）

第八条　（略）
２　（略）
（電子情報処理組織による申請等）

第九条　法第四十四条の二第一項に規定する申請、届出及び提出について行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法律第百五十一号。以下「情報通信技術利用法」という。）第三条第一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して行わせる場合における当該申請、届出及び提出は、規則で定めるところによらなければならない。

２　法第四十四条の二第一項に規定する通知及び交付について情報通信技術利用法第四条第一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して行う場合における当該通知及び交付は、規則で定めるところによらなければならない。

３　法第四十四条の二に規定する縦覧及び閲覧について情報通信技術利用法第五条第一項の規定により情報通信技術利用法第二条第三号に規定する書面等の同条第八号に規定する縦覧等に代えて当該書面等に係る電磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類の当該縦覧等を行う場合における当該縦覧及び閲覧は、規則で定めるところによらなければならない。

（電子文書法第三条第一項の主務省令で定める保存）

第十条　電子文書法第三条第一項の主務省令で定める保存は、法第十四条、法第二十八条第一項及び法第三十五条第一項の規定による書面の備置きとする。

第十一条　（略）

（電子文書法第四条第一項の主務省令で定める作成）

第十二条　電子文書法第四条第一項の主務省令で定める作成は、法第十四条、法第二十八条第一項及び法第三十五条第一項の規定による書面の作成とする。

第十三条　（略）
（電子文書法第五条第一項の主務省令で定める縦覧等）

第十四条　電子文書法第五条第一項の主務省令で定める縦覧等は、法第二十八条第二項の規定による書面の閲覧とする。

第十五条　（略）

（事務処理の特例）

第十六条　法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって大阪市、堺市、岸和田市、池田市、泉大津市、茨木市、富田林市、寝屋川市、河内長野市、松原市、箕面市、羽曳野市、摂津市、大阪狭山市、阪南市、豊能町、能勢町、忠岡町、熊取町、岬町、太子町及び河南町の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係るものは、当該市又は町が処理することとする。

一―三　（略）
四　法第十三条第二項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出書の提出の受理に関する事務

五―十　（略）
十一　法第二十九条第一項の規定による事業報告書等、役員名簿等及び定款等の提出の受理に関する事務

十二　法第二十九条第二項の規定による閲覧に関する事務

十三―二十七　（略）
第十七条　（略）

	
	


第二条　大阪府特定非営利活動促進法施行条例の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で

　示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（設立の認証の申請）

第三条　（略）
２　（略）
一　（略）

二　前号に該当しない場合　当該役員の住所又は居所を証する権限のある官公署が発給する文書

３　前項第二号に定める書面が外国語で作成されているときは、当該書面には、翻訳者を明らかにした日本語の訳文を添付しなければならない。

４・５　（略）
	（設立の認証の申請）

第三条　（略）

２　（略）

一　（略）

二　外国人登録法（昭和二十七年法律第百二十五号）の適用を受ける者である場合　同法第四条第一項に規定する外国人登録原票の記載内容を証明する市町村（特別区の存する区域及び地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市にあっては区）の長が発給する文書

三　前二号のいずれにも該当しない場合　当該役員の住所又は居所を証する権限のある官公署が発給する文書

３　前項第三号に定める書面が外国語で作成されているときは、当該書面には、翻訳者を明らかにした日本語の訳文を添付しなければならない。

４・５　（略）

	
	


第三条　大阪府特定非営利活動促進法施行条例の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で

　示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（事務処理の特例）

第二十三条　法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって、府の区域内に存する市（大阪市、堺市、吹田市、高槻市、貝塚市、守口市、枚方市、八尾市、泉佐野市、大東市、柏原市、門真市、高石市、東大阪市、泉南市及び交野市を除く。）及び町（島本町及び田尻町を除く。）の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係るものは、それぞれ当該市又は町が処理することとする。

一―二十九　（略）
	（事務処理の特例）

第二十三条　法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって岸和田市、豊中市、池田市、泉大津市、茨木市、富田林市、寝屋川市、河内長野市、松原市、箕面市、羽曳野市、摂津市、大阪狭山市、阪南市、豊能町、能勢町、忠岡町、熊取町、岬町、太子町及び河南町の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係るものは、当該市又は町が処理することとする。

一―二十九　（略）

	
	


第四条　大阪府特定非営利活動促進法施行条例の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で

　示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（事務処理の特例）

第二十三条　法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって、府の区域内に存する市（大阪市、堺市、吹田市、高槻市、貝塚市、枚方市、泉佐野市、大東市、高石市及び泉南市を除く。）、町（島本町及び田尻町を除く。）及び村の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係るものは、それぞれ当該市、町又は村が処理することとする。
　一―二十九　（略）
	（事務処理の特例）

第二十三条　法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって、府の区域内に存する市（大阪市、堺市、吹田市、高槻市、貝塚市、守口市、枚方市、八尾市、泉佐野市、大東市、柏原市、門真市、高石市、東大阪市、泉南市及び交野市を除く。）及び町（島本町及び田尻町を除く。）の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係るものは、それぞれ当該市又は町が処理することとする。
一―二十九　（略）

	
	


附　則
　この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第二条の規定　平成二十四年七月九日
二　第三条の規定　平成二十四年九月一日
三　第四条の規定　平成二十四年十月一日
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